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女性の職業生活における活躍の推進に関する法律第 21 条に基づく 

女性の職業選択に資する情報等の公表について 

令 和 ７ 年 ７ 月  

文 部 科 学 省 

 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成 27 年法律第 64 号）第 21 条に基づき、女性

の職業選択に資する情報について、以下のとおり公表します。 

１． 職業生活における機会の提供に関する実績 

（１） 採用した職員に占める女性職員の割合

令和６年度（令和６年４月１日～令和７年３月 31日）に採用した職員に係る女性職員

の割合は、次のとおりである。

区分 令和６年度 取組計画における目標 

総合職 41.4% 40.0% 

うち技術系 36.4% 30.0% 

一般職 50.0% 40.0% 

うち技術系 83.3% 30.0% 

合計 45.3% - 

※総数は令和６年４月１日及び令和６年度中に国家公務員採用試験から採用した者の数。

（２） 職員に占める女性職員の割合

令和６年７月１日現在の職員の女性割合

区分 令和６年７月１日 

総合職 30.1% 

一般職 44.9% 

その他採用 25.9% 

期間業務職員 89.5% 

派遣労働者 - 

合計（期間業務職員・派遣労働者含む） 43.5% 

合計（期間業務職員・派遣労働者除く） 31.2% 

※総数は、本省内部部局、スポーツ庁及び文化庁の職員数（期間業務職員については

施設等機関を含む）。
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（３） 管理職に占める女性職員の割合・各役職段階にある職員に占める女性職員の割合 

管理職に占める女性職員の割合（令和６年７月１日現在） 

区分 令和６年７月１日 

管理職に占める女性職員の割合 12.5% 

   ※指定職相当及び本省課室長相当職について計上 

 

    各役職段階にある職員に占める女性職員の割合（令和６年７月１日現在） 

区分 令和６年７月１日 
取組計画における目標 

（令和７年度末） 

指定職相当 9.4% - 

本省課室長相当職 12.8% 15.0% 

地方機関課長・本省課長補佐相

当職 
25.8% 20.0% 

係長相当職（本省） 36.9% 30.0% 

（係長相当職（本省）のうち新たに昇任し

た職員） 
35.1% 35.0% 

 

（４） 中途採用の男女別実績（令和６年度） 

    令和６年度に、民間企業における実務の経験その他これに類する経験を有する者として採用

（中途採用）された者の男女別実績 

男性 女性 

６人 ３人 

 

（５） 女性に対する職業生活に関する機会の提供に資する制度の概要 

令和６年度における取組状況は、以下のとおりである。 

 ハラスメント対策として、リーフレットや相談員名簿、セクシュアル・ハラスメントやパ

ワー・ハラスメントといった各種ハラスメントの関係資料及び規程を省内ポータルサイト

へ掲載するとともに、全職員を対象に e-ラーニングを活用したハラスメント防止のための

研修を実施。 

 国家公務員中途採用者選考試験（就職氷河期世代）、経験者採用試験の活用や独自の選考採

用を実施するとともに、文部科学省主催の採用に関する業務説明会において、文部科学省

における女性の働き方に係る実例の提示や多様なキャリアを形成していることを説明。 
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２． 職業生活と家庭生活との両立に資する勤務環境の整備に関する実績 

（１） 離職率の男女の差異 

    令和６年度に離職した職員を対象として、各々、男性職員総数及び女性職員総数に占める割合 

  男性職員 女性職員 

2.2% 3.2% 

   ※職員総数は令和６年７月１日時点 

   ※性差が影響しない定年退職、死亡退職、分限、任期満了に伴う退職等は対象外 

    

    離職者の年代（離職時点の年齢）別の男性職員総数及び女性職員総数に占める割合 

年代 男性職員 女性職員 

24 歳以下 3.3% 0.0% 

25～29 歳 1.5% 5.3% 

30～34 歳 1.3% 1.9% 

35～39 歳 3.8% 1.0% 

40～44 歳 0.9% 4.2% 

45 歳以上 2.5% 4.0% 

 

（２） 男女別の育児休業取得率及び取得期間 

  

男性職員 女性職員 

新規取

得者数

（Ａ） 

令和６年

度中に子

が産まれ

た職員数

（Ｂ） 

取得率 

Ａ／Ｂ 

新規取

得者数

（Ａ’） 

令和６年

度中に子

が産まれ

た職員数

（Ｂ’） 

取得率 

Ａ’／Ｂ’ 

文部科学省 35 40 87.5% 27 23 117.4% 

スポーツ庁 2 4 50.0% 1 1 100.0% 

文化庁 1 3 33.3% 5 2 250.0% 

合計 38 47 80.9% 33 26 126.9% 

   ※新規取得者数は、令和５年度以前に子が生まれ、令和６年度に当該子についての最初の育児

休業を取得した職員が含まれ、また、令和６年度以前に子が生まれ、令和７年度に当該子につ

いての最初の育児休業を取得する予定の職員は含まれない。 

    

（３） 男女別の育児休業取得期間の分布状況 

【男性】 

 １月未満 
1 月以上 

6 月未満 

6 月以上 

12 月未満 
12 月以上 

文部科学省 17.1% 62.9% 17.1% 2.9% 

スポーツ庁 50.0% 50.0% 0.0% 0.0% 

文化庁 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 
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【女性】 

 １月未満 
1 月以上 

6 月未満 

6 月以上 

12 月未満 
12 月以上 

文部科学省 0.0% 7.4% 66.7% 25.9% 

スポーツ庁 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 

文化庁 0.0% 0.0% 40.0% 60.0% 

  ※上記は令和６年度新規取得者の数値 

 

（４） 男性職員の配偶者出産休暇と育児参加のための休暇の取得率 

 

令和６年

度中に子

が生まれ

た男性職

員数（A） 

配偶者出産休暇 
育児参加のための

休暇 

配偶者出産休暇又

は育児参加のため

の休暇 

（A)のうち配

偶者出産休

暇を取得し

た職員数

（B） 

使用率

B/A 

（A）のうち

育児参加

のための

休暇を使

用した職

員数（B’） 

使用率

B’/A 

（A）のうち

合わせて５

日以上の休

暇を取得し

た職員数

（C） 

「男の

産休」５

日以上

取得率

C/A 

文部科学省 40 38 95.0% 31 77.5% 27 67.5% 

スポーツ庁 5 5 100.0% 5 100.0% 4 80.0% 

文化庁 3 3 100.0% 2 66.7% 2 66.7% 

合計 48 46 95.8% 38 79.2% 33 68.8% 

 

（５） 職員一人当たりの一月当たりの超過勤務時間（令和６年度） 

 一月あたり 

文部科学省 37.7 時間 

※超過勤務手当を支給した常勤職員（スポーツ庁及び文化庁を含む）一人当たりの平均超過勤

務時間数 

 

（６） 年次休暇取得日数（令和６年） 

    取得日数 

文部科学省 11.4 日 

※常勤職員（スポーツ庁及び文化庁を含む）一人当たりの平均年次休暇使用日数 

 

（７） 職業生活と家庭生活との両立支援に資する勤務環境の整備に関する制度の概要 

令和６年度における取組状況は、以下のとおりである。 

 テレワーク実施に係るマニュアルを整備・周知することで活用しやすくする意識醸成に努

めるとともに、適切な公務運営の確保に配慮しつつ、早出遅出勤務等柔軟な働き方を促進

した。 

 仕事と育児等の両立支援制度について、省内ポータルサイトに掲示する等職員に周知する

ことで働きやすい職場づくりに努めた。 


